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   ○みやこ町地域課題解決支援補助金交付要綱 

令和６年３月２７日 

告示第２１号 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、地域課題を解決し、コミュニティの維持・活性化を図るため、地

区住民が自主的に行う地域活動に要する経費に対して、予算の範囲内でみやこ町地域

課題解決支援補助金 （第５条第２項を除き、以下 「補助金」という。）を交付すること

について、みやこ町補助金等交付規則 （平成１８年みやこ町規則第４３号）に定める

もののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において 「地域課題解決事業」とは、地域の住民が自主的に行う事業

であって、自らの生活、生活環境等をより豊かにするために行うもの及び地域の様々

なニーズ又は課題に対して取り組むものをいう。 

 （補助金の交付対象者） 

第３条 補助金は、地域課題解決事業を行う行政区に対し交付する。ただし、ホームペ

ージへの掲載その他町の広報において事例として紹介し、又は事例発表会等に参加す

ることについて、当該補助金を申請する者が了承していること。 

 （補助金の額及び交付の方法） 

第４条 補助金の額は、次条に定める地域課題解決事業の経費の合計額 （以下 「補助額」

という。）とし、１行政区当たり 1事業年度につき１０万円を上限とし、補助額に相当

する額を概算払により交付し、地域課題解決事業の完了後に精算するものとする。 

 （経費の使途） 

第５条 地域課題解決事業の経費とすることができるものは、行政区が行う当該年度に

おける地域課題解決事業の実施に要する経費のうち、次の表に定める経費に該当する

ものとする。 

区分 経費の使途 

報償費関係 講師謝金等 

旅費関係 講師旅費 

需用費関係 消耗品費、印刷製本費、燃料費、食材購入費等 
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役務費関係 郵便料、検査手数料、保険料、クリーニング代等 

使用料関係 会場借上料、レンタル機器のリース料等 

原材料費関係 会場設営関係資材費、環境美化関係資材費等 

備品購入費関係 事業に必要な備品の購入費 

その他の経費 町長が必要と認める経費（会議費等） 

２ 前項の規定にかかわらず、本町の他の補助金等の交付を受ける事業は、同項の経費

とすることができない。 

 （補助金の交付の申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者は、みやこ町地域課題解決支援補助金交付申

請書（様式第１号）に必要な書類を添えて町長に提出しなければならない。 

 （補助金の交付の決定及び通知） 

第７条 町長は、前条の申請書の提出があった場合は、その内容を審査し、補助金の交

付の可否を決定し、みやこ町地域課題解決支援補助金交付（不交付）決定通知書（様

式第２号）により、当該申請を行った者に通知するものとする。 

２ 町長は、補助金の交付決定に当たり、補助金の交付目的を達成するために必要な条

件を付することができる。 

 （交付対象期間） 

第８条 補助金の対象となる期間は、毎年４月１日から翌年３月３１日までの１年間と

する。 

２ 補助金の交付期間は、１行政区１事業につき連続した３年を限度とする。 

 （概算払） 

第９条 第７条の規定により補助金の交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。） 

 は、みやこ町地域課題解決支援補助金概算払請求書（様式第３号）を町長へ提出するも

のとする。 

２ 町長は、前項の規定による請求があったときは、これを審査し、適当と認めたときは、

当該請求のあった補助金の額を交付決定者に対し支払うものとする。 

（事業実績報告） 

第１０条 交付決定者は、地域課題解決事業が完了したときは、みやこ町地域課題解決

支援補助金実績報告書（様式第４号）に必要な書類を添えて町長に提出しなければな

らない。 
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 （補助金の額の確定） 

第１１条 町長は、前条の実績報告書の提出があったときは、その内容を審査し、当該

報告に係る補助事業の成果が補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合

すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、みやこ町地域課題解決支援補

助金確定通知書（様式第５号）により当該報告を行った者に通知するものとする。 

 （補助金の精算） 

第１２条 前条の規定により補助金の額の確定通知を受けた交付決定者は、その確定金

額に基づき、速やかにみやこ町地域課題解決支援補助金精算書（様式第６号）（以下

「精算書」という。）により当該補助金の精算をし、町長に提出しなくてはならない。 

２ 交付決定者は、前項の規定により精算書を提出した際、交付を受けるべき補助金の

額を超える補助金が既に交付されているときは、みやこ町地域課題解決支援補助金返

納通知書（様式第７号）に定めるところにより、それを返納しなければならない。 

 （補助金交付決定の取消し） 

第１３条 みやこ町長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、

補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

 （１） 偽りその他不正な手段により補助金の交付決定を受けたとき。 

 （２） 補助金を補助事業以外の用途に使用したとき。 

 （３） その他みやこ町長が不適当と認める事由が生じたとき。 

２ 前項の規定は、第１１条に定める補助金の額の確定を行った後においても適用する。 

３ みやこ町長は、前２項の規定により補助金の交付決定を取り消したときは、みやこ

町地域課題解決支援補助金交付決定取消通知書(様式第８号)により当該交付決定者

に対し通知しなければならない。 

 (補助金の返還) 

第１４条 みやこ町長は、前条１項及び第２項の規定により補助金の交付決定を取り消

した場合において、当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているとき

は、みやこ町地域課題解決支援補助金返還命令書(様式第９号)により期限を定めてそ

の返還を命じることができる。 

（その他） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、別に定め

る。 
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   附 則 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 


